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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ガス気泡を使用して非樹枝粒状構造を有する半溶融の金属又は合金を形成する方法にお
いて、
　液体金属又は液体合金を提供するため、金属又は合金を溶融温度以上で加熱する第１工
程と；
　前記液体金属又は液体合金内に挿入され又は収容された少なくとも１つの固体媒体を通
してガス気泡を流し、前記液体金属又は液体合金を攪拌しながら前記液体金属又は液体合
金を前記溶融温度以下の温度に冷却し、固体留分を形成する第２工程と；
　前記固体留分の重量が、前記金属又は合金の重量の０．０１－０．５の範囲に到達する
と前記ガス気泡の流通を停止させ、非樹枝粒状構造を有する半溶融金属又は半溶融合金を
提供する第３工程と；
　を具備することを特徴とする方法。
【請求項２】
　前記固体留分の重量が、前記金属又は合金の重量の０．０１－０．２の範囲に到達する
と、前記ガス気泡の流通を停止させることを特徴とする請求項１記載の方法。
【請求項３】
　前記冷却が前記液体金属又は合金を前記固体媒体と接触させることにより更に達成され
ることを特徴とする請求項１記載の方法。
【請求項４】
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　ガス気泡を流す前記工程が毎分少なくとも摂氏１度の冷却速度を提供することを特徴と
する請求項１記載の方法。
【請求項５】
　前記冷却が前記液体金属又は液体合金を前記固体媒体と異なる少なくとも１つの他の固
体媒体に接触させることにより更に達成されることを特徴とする請求項３記載の方法。
【請求項６】
　前記固体媒体が空気又は冷却液を貫通して流す手段により冷却されることを特徴とする
請求項３記載の方法。
【請求項７】
　前記固体媒体が前記ガス気泡流により前記金属又は合金と反応するのを防止されること
を特徴とする請求項１記載の方法。
【請求項８】
前記固体媒体が、動いたり回転したりしないことを特徴とする請求項１記載の方法。
【請求項９】
　前記ガス気泡を流す工程が更に前記液体金属又は液体合金からスラグ、溶解ガス、不純
物を除去することを特徴とする請求項１記載の方法。
【請求項１０】
　ガス気泡を使用して非樹枝粒状構造を有する半溶融の金属又は合金を形成するためのシ
ステムにおいて、
　液体金属又は液体合金を提供するため金属又は合金を溶融温度以上で加熱する手段と；
　前記液体金属又は液体合金に導入され又は挿入される少なくとも１つの固体媒体を通じ
てガス気泡を流し、前記液体金属又は液体合金を前記ガス気泡で攪拌しながら前記液体金
属又は液体合金を前記溶融温度以下に冷却し、固体留分を形成する手段と；
　前記固体留分の重量が、前記金属又は合金の重量の０．０１－０．５０の範囲に到達す
ると前記ガス気泡流を停止させ、非樹枝粒状構造を有する前記半溶融金属又は半溶融合金
を提供する手段と；
　を具備することを特徴とするシステム。
【請求項１１】
　前記金属又は合金がビレット状であることを特徴とする請求項１０記載のシステム。
【請求項１２】
　前記固体媒体が黒鉛、セラミック、又はそれらの合成物からなることを特徴とする請求
項１０記載のシステム。
【請求項１３】
　前記固体媒体が少なくとも１つの出口を介して前記ガス気泡を供給することを特徴とす
る請求項１０記載のシステム。
【請求項１４】
　前記固体媒体がパイプ、羽車、ロッド又は容器であることを特徴とする請求項１３記載
のシステム。
【請求項１５】
前記固体媒体が、動いたり回転したりしないことを特徴とする請求項１３記載のシステム
。
【請求項１６】
　前記固体媒体がガス放出口を有する多孔質であることを特徴とする請求項１３記載のシ
ステム。
【請求項１７】
　少なくとも１つの温度センサーを更に具備することを特徴とする請求項１０記載のシス
テム。
【請求項１８】
　前記温度センサーが前記固体媒体に取付けられることを特徴とする請求項１７記載のシ
ステム。
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【請求項１９】
　前記固体媒体が、１０％開放気孔率の多孔質黒鉛ロッドであることを特徴とする請求項
１６記載のシステム。
【請求項２０】
　前記ガスが窒素、アルゴン、炭酸ガス、及びそれらの混合物からなるグループから選択
されることを特徴とする請求項１０記載のシステム。
【請求項２１】
　前記合金がアルミ合金、マグネシウム合金、銅合金、鉄合金、亜鉛合金、ニッケル合金
、及びチタニウム合金からなるグループから選択されることを特徴とする請求項１０記載
のシステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本出願は、参照のために全開示がここに組込まれている、２００６年２月２日に出願さ
れた米国仮特許出願第６０／７６４，３４８号の利益を主張する。
【０００２】
　本発明は半溶融鋳及び成形用の非樹枝状金属スラリーを準備するための方法に関する。
特に、本発明は液体金属又は合金に挿入され又は収容する少なくとも１つの固体媒体を通
してガス気泡を流し、液体金属又は合金をその溶融温度以下に冷却し、この液体金属又は
合金をガス気泡で攪拌し、固体留分を形成する。
【背景技術】
【０００３】
　半溶融金属（ＳＳＭ）処理に好適な金属構造（組織）は１９７０年代の初期に「鉛錫の
液体／固体混合物の流動学」と表題されたD.B Spencer氏の博士論文（指導教官はマサチ
ューセッツ工科大学のM.C Flemings）（１９７１年６月）に最初に開示された。彼らは固
相／液相温度範囲で凝固合金を機械的に攪拌し、固相は樹枝状でなく、球状粒子であるこ
とを発見した。固相の非樹枝特性はこれらの金属“スラリー”に固有流動性を与えた。最
高５０％の固相を含む金属スラリーは液体合金以上の大きさの“有効粘性率”順で均一に
流れる。もし金属スラリーが部品に成形されると、より高い粘性率は金型充填での乱流を
減少させ、空気の取込み及び封入を最小にすることにより高品質部品を製造できる。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ＳＳＭ処理の発明以来、産業はこれらの処理の将来性にますます認識するようになった
。今日、ＳＳＭ研究は世界的に学級的且つ産業的に実施される。産業においてＳＳＭ応用
の広がりは、しかしながら、まだその初期段階にある。アルミ合金の自動車への応用はＳ
ＳＭへの産業的関心の重要な注目の的であった。燃料効率及び環境についての関心はより
軽量な車両に向けた原動力になった。これは車両でのアルミ鋳造利用を継続して増大させ
、高品質アルミ合金をもたらすＳＳＭのような処理のため需要を増大させた。アルミＳＳ
Ｍ用に考慮されている自動車部品の一部は「アルミ合金の半溶融鋳造（現状報告書）」（
現代鋳造、１９９７年２月、４１－４３ページ）と表題された論文でS.P.Midson 及びK. 
Brissing氏により記載されたサスペンション・コンポーネント、エアコンコンプレッサ、
及びマスタブレーキシリンダである。商業車メーカーはターボディーゼルエンジンの次の
製品ラインのためにシリンダブロックを製造するために流動鋳造工程を使用した。「新生
産プロセスを採用しているディーゼルエンジン用の高張力アルミシリンダブロックの開発
」（SAE　インターナショナル、出版２００４－０１－１４４７）M.Yamazaki氏らを参照
。
【０００５】
　２つの半溶融金属処理ルートが、即ち、「チキソ鋳造」及び「流動鋳造」が産業的に実
行可能である。チキソ鋳造とは非樹枝構造（組織）が充分に凝固されたビレット（鋼片）
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を固相／液相温度範囲で再加熱し、部品に成形することに得られるプロセスである。流動
鋳造とは非樹枝構造を有するスラリーが液体合金から作られ、部品に成形されるプロセス
である。
【０００６】
　過去３０年にわたって、産業界で使用されたＳＳＭ処理ルートは（２００２年１０月２
０－２４日に、韓国、Kynogjuで開催されたWorld Foundry会議で）「高粘性液体及び半溶
融金属鋳造：処理及び製品」表題された論文においてM.C.Flemings氏やW.L.Johnson氏ら
により提出されたチキソ鋳造であった。電磁的に攪拌されたビレットが「新電磁流動鋳造
により半溶融合金の詳細」（プロセス、冶金会議B、（２３ｂ）、１９９２年４月、１８
９－２０６ページ）と表題された論文で、C.Vives氏により記載されたように連続キャス
ターにより製造される。チキソキャスターはこれらのビレットを購入し、それらを固相／
液相温度範囲で再加熱し、それらを部品に成形する。高品質アルミ合金が得られても、運
用コスト及び工程管理のような問題がチキソ鋳造の広範囲の応用を阻止した。２０００年
において、チキソ処理は「半溶融金属処理による近正味成形」（マテリアル・アンド・デ
ザイン、（２１）、２０００，３８７－３９４ページ）と P.Kapranos氏らにより表題さ
れた論文において北米、ヨーロッパ、日本のアルミ鋳造の２５０万トンわずか１％と見積
もられた。
【０００７】
　したがって、半溶融金属処理の最近の傾向は流動鋳造ルートを進歩させることである。
液体合金が製造現場で非樹枝金属スラリーに形成され、スクラップ金属が社内でリサイク
ルできるので、流動鋳造はチキソ鋳造以上の即時コスト優位を有する。今日、液体合金か
ら非樹枝構造を製造するためのいくつかのプロセスが入手可能である。使用された第１の
方法は固相／液相温度範囲で金属を機械的に攪拌することである。米国特許第５，５５５
，９２６号、第５，８８７，６４０号、及び第５，９８３，９７８号を含むいくつかの特
許は機械的攪拌による金属スラリーを製造するように設計された装置を記載している。「
２軸流動モールド処理による工業合金の半溶融プロセス」（マテリアルサイエンスアンド
エンジニアリングＡ、（２９９Ａ），２００１，２１０－２１７ページ）S.Ji,Z.Fan,M.J
.Bevis.も参照のこと。しかしながら、長期間にわたって溶融アルミに対する露出に耐え
られる強固な攪拌材料の欠如は産業上でのこの機械的攪拌方法の使用を制限した。
【０００８】
　この時点までに、流動鋳造への難問は非樹枝金属スラリーを製造するため液体合金を効
率的に処理する方法について知識が制限されていることだった。凝固の初期段階中の条件
（固相の最初の数パーセントのみの形成）を制御することにより、非樹枝構造を容易に形
成可能であることが分っている。局部的な急速冷却と溶解物の活発な攪拌の組合せにより
、温度は液相線の直上から直下に降下し、R.A.Martinez氏により「半溶融構造の形成のた
めの新技術」（２００１年６月）と表題された彼のＭＳ論文と、「流動微細構造の成形及
び処理」と表題された彼の博士論文により（マサチューセッツ工科大学のM.C.Flemings指
導教官）記載されているように非樹枝構造がおよそ数秒で得られる。
【０００９】
　Flemings氏は米国特許第６，６４５，３２２号で冷却回転ロッドを液相線以上に維持さ
れた溶解物に漬けることにより球状粒子を有する合金を効果的に流動鋳造する方法を特許
取得した。回転棒の侵付けは同時に高局部冷却の領域を作り、活発な対流を与え、バルク
溶融温度を液相線以下に降下させる。本プロセスは大きな過熱変動で液体金属からスラリ
ーを製造でき、アルミ合金スラリーを製造するための強固で有効な方法にする。しかしな
がら、本方法は可動固体媒体を要求するので、いくつかの問題を予期させる。まず第１に
、ロッドの回転中に水冷システムをロッドに連続的に適用することは簡単ではない。温度
センサーのようなセンサーは温度測定のためにロッド内に取付けることは簡単ではない。
更に、ロッドの回転中に、渦が形成される可能性がある。渦の形成は金属酸化の増進にな
る。これらの問題を回避するため、固体媒体の回転を要求しない方法を得ることが望まれ
る。
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【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明は局部的な冷却と活発な対流の組合せがその液相線温度の直上に維持された溶解
物に適用されると、非樹枝構造は凝固の開始後の数秒で形成可能であるというMartinez及
びFlemingsにより提示された原理を利用している。本発明で、液相線温度以上の温度に維
持された溶融金属合金に固体物を通じて気泡を流すことにより、非樹枝、半溶融金属スラ
リーが得られることが発見された。本発明において、ガス気泡は活発な対流を提供し、同
時にある局部的な冷却を与える。局部的な冷却は固体物の使用を介して達成される。従来
の発明と対照的に、本発明は、従来技術のような羽根車又は円柱ロッドのような固体物で
なく、攪拌するために媒体としてガス気泡を使用する。
【００１１】
　一態様において、本発明は固体物を通じて液相線温度以上の温度に維持された溶融金属
合金にガス気泡を導入することにより非樹枝半溶融金属スラリーを準備するための方法を
記載している。本発明において、固体物は回転しないので、いくつかの利点が予期される
。非回転部品を使用すると、冷却システム及びセンサーシステムが簡単な設計で適用でき
る。渦が溶融金属合金に形成されないので、渦による金属の酸化増進が回避される。多孔
質固体物がガス気泡を与えるために使用されると、固体媒体の孔からのガス気泡流が溶融
金属合金と媒体表面間の保護層として作用するので溶融金属合金と侵付けされた媒体間の
濡れ及び反応は回避される。更に、溶融金属合金内のガス気泡流はスラグ、溶解ガス、及
び溶融金属合金からの不純物の除去を助け、これらの広範囲に使用されたプロセスは脱ガ
ス又は脱スラグ処理として知られている。
【００１２】
　本発明の前述の及び更なる特徴及び特性は同一参照番号で同一素子を指定する添付の図
面を参照して考慮される以下の詳細な説明からより明らかになるであろう。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　図１は本発明の実施例に従った非樹枝半溶融スラリーを準備するための装置を示してい
る。本装置は溶融金属合金を受け且つ保持するための保持容器と、不活性ガス気泡を与え
るためのランス（空洞円筒管）と、より局部的な冷却を与えるための固体物（オブジェク
ト）を含んでいる。一処理において、ランス（ガス吹込み管）は液相線温度以上の温度に
保持された溶融金属合金に侵付けされる。不活性ガスはガス発生気泡を発生するランスを
通じて流され、その間、固体物は溶融金属合金内に降ろされている。ガスは窒素、アルゴ
ン、炭酸ガス、及びこれらの混合物からなるグループから選択される。金属合金はアルミ
合金、マグネシウム合金、銅合金、鉄合金、亜鉛合金、ニッケル合金、及びチタニウム合
金からなるグループから選択される。
【００１４】
　金属合金の温度が液相線以下に降下すると共に、非樹枝半溶融金属合金スラリーが形成
される。金属合金スラリーが重量で約１％－約５０％の固形成分を有すると、固体物は除
去され、ガス流が停止される。また、金属合金スラリーが質量で約１％－約２０％の固体
成分を有すると、ガス流を停止させてもよい。
【００１５】
　パイプ、羽根車、ロッド、又は容器のような本発明の他の変形が可能である。これらの
いくつかは図２－図４に与えられ、図２は他の実施例を示す。このプロセスにおいて、不
活性ガスは固体物のノズルを通じて流れる。他の実施例において、図３において、不活性
ガスは多孔質固体物を通じて流れる。この場合、微小且つ均一な気泡が得られる。図４は
他の実施例を示す。一プロセスにおいて、不活性ガスは壁部に配置された多孔質固体物を
通じて流れる。微小ガス気泡は全ての壁面、底面又はこれら表面の一部のみに導入できる
。固体物は黒鉛、セラミック、金属、又はこれらの材料の合成物から形成できる。
【００１６】
　溶融金属又は合金はガス気泡流により及び固体物との接触により冷却される。１つ以上
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の上記固体物を同時に配置できるので、溶融金属又は合金は複数の固体物と接触すること
により冷却可能である。更に、固体物はこの物体を通して空気、水、任意の冷却材を流す
ことにより冷却される。
【００１７】
　冷却及び攪拌機能のほかに、ガス気泡は固体物が金属又は合金と反応するのを防止し、
スラグ、溶解ガス、又は金属又は合金から不純物を除去する。
【００１８】
　本発明の他の実施例はここに開示された本発明の明細書又は実施を考慮して当業者に明
らかであろう。
　例１
　多孔質黒鉛ディフューザー（散気装置）を使用して処理されたＡ３５７合金
【００１９】
　以下は、図３を参照した、Ａ３５７の非樹枝半溶融スラリーを準備するための方法の詳
細な説明である。
【００２０】
　約５２０グラムのアルミ合金Ａ３５７（Ａｌ－７．０ｗｔ％　Ｓｉ－０．５ｗｔ％Ｍｇ
）が電気炉内に置かれた窒化ボロンで被覆されたステンレス坩堝内で溶解された。多孔質
黒鉛ロッド（２．５４ｃｍ　ＯＤ、１．５ｃｍ　ＯＤ、長さ１５．２４ｃｍ、２．６ｇ／
ｃｍ３）がディフューザーを形成するために加工された。黒鉛ディフューザーの壁部は概
略１０％開放気孔率であった。黒鉛ディフューザーは溶融物に微細ガス気泡を与えるため
ガス流量計に取付けられたアルゴンガスシリンダに接続された。合金は６３０℃で溶融且
つ加熱された。溶融物は約１℃／分の冷却速度で６２５℃にゆっくりと徐冷却され、ディ
フューザーは約２リッター／分の体積流量で微細アルゴンガス気泡を導入することにより
すばやく浸付けされた。泡立て処理は溶融物の約１０％の固相が達成されるまで実施され
、その後、ディフューザーがすばやく除去され溶融物の徐冷を可能にする。溶融温度が５
８０℃（約４５％固体留分）に達すると、坩堝内の金属の薄片が除去され水中で急冷され
た。
【００２１】
　サンプルは研磨され、光学顕微鏡で調べられた。比較のため、図５が非処理樹枝微細構
造（組織）の典型的顕微鏡写真を示すために提供される。顕微鏡写真は４００μｍ以上の
粗粒子構造を示す。対照的に、図６はこの方法により処理された非樹枝半溶融構造の典型
的な顕微鏡写真を示す。この方法において、粒子構造は２００μｍ以下でより微細である
。
　例２
　ランスを使用して処理されたＡ３５７合金
【００２２】
　以下は、図１を参照した、Ａ３５７合金の非樹枝半溶融スラリーを準備するための方法
の詳細説明である。
【００２３】
　約５２０グラムのアルミ合金Ａ３５７（Ａｌ－７．０ｗｔ％　Ｓｉ－０．５ｗｔ％）が
電気炉内に置かれた窒化ボロンで被覆されたステンレス坩堝内で溶解された。ステンレス
管（０．４ｃｍ　ＩＤ、０．６ｃｍ　ＯＤ）は図１に示されるようにランスを形成するた
めに加工された。この管の端部は機械的に閉じられ、小さいノズルが機械加工された。ラ
ンスは窒化ボロンで被覆され、溶融物内に微細ガス気泡を提供するためにガス流量計に取
付けられたアルゴンガスシリンダに接続された。ランスは溶融物内に浸付けされ、その間
、合金は６３０℃に加熱された。溶融物は約１℃／分の冷却速度で６２５℃に徐冷され、
黒鉛で被覆された固体銅冷却体は微細アルゴン気泡が同時にランスを通して導入されてい
る状態で急速に浸付けされた（図１参照）。体積流速は約１．５リッター／分であった。
泡立て処理は溶融物の約５％の固相が得られるまで実施され、その後、固体銅冷却体がす
ばやく除去され且つガス流が停止された。溶融物は徐冷された。金属温度が５８０℃（約
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４５％固体留分）に達すると、坩堝内の金属の薄片が除去され、水中で急冷された。その
後、本サンプルは研磨され、光学顕微鏡で調べられた。図７は微細構造（組織）の典型的
顕微鏡写真を示す。
【００２４】
　本発明の原理、好ましい実施例及び動作モードが前述の明細書に記載された。しかしな
がら、保護を目的とした本発明は開示された特有の実施例に限定されるものではない。こ
こに記載された実施例は制限的というより実例にすぎない。変形及び変更が本発明の精神
から逸脱することなく採用された他の手段及び均等物により実施可能である。従って、特
許請求の範囲で規定された本発明の精神及び範囲内の全てのこのような変形及び変更及び
均等物が包含されることが明白に意図される。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】図１は本発明による非樹枝状半溶融金属スラリーを準備するための装置の第１実
施例を示す。
【図２】図２は本発明による非樹枝状半溶融金属スラリーを準備するための装置の第２実
施例を示す。
【図３】図３は本発明による非樹枝状半溶融金属スラリーを準備するための装置の第３実
施例を示す。
【図４】図４は本発明による非樹枝状半溶融金属スラリーを準備するための装置の第４実
施例を示す。
【図５】図５は本発明を適用することなく設けられた樹枝微細構造の典型的な顕微鏡写真
を示す。
【図６】図６は本発明により設けられた非樹枝状半溶融構造の典型的な顕微鏡写真を示す
。
【図７】図７は本発明により設けられた他の微細構造の典型的な顕微鏡写真を示す。
【符号の説明】
【００２６】
　１０　　プレス
　２０　　上部コアロッド
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